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    はじめに

消費税率の引き上げが確実になってきました。平成26年4月と平成27年10月の2段階の引き上げで、平成9年4月以来17年ぶりの引き上げになります。

この引き上げの前後にまたがる取引については、特例や経過措置の対象になるものが出てきます。

本書で詳しく説明しますが、消費税の計算は売上げや仕入れに関する見なし計算ですから、取引の相手方がどういう計算や申告をしているかには関係なく、企業や個人事業者は売上げや仕入れ、経費の支払いについてどの税率が適用されるのか自分で判断して計算をしなければなりません。

もし、売上げに対して預かったときの消費税率よりも、申告の時に計算される消費税率の方が高かったら、その分は申告する会社、あるいは事業主が負担することになってしまいます。

また、経過措置によって引き上げ前の消費税率が適用されるケースもありますから、仕入れや経費の観点から、この経過措置を活用すれば、とりあえず出費が少なくなることもあります。

実際、いつ、どの取引から消費税があがるのかを理解するためには、消費税の仕組みから理解するのが一番の早道です。原則があり、特例があって、その上に経過措置があります。

本書は、一般の会社員や個人事業の方々にも消費税の仕組みと今回の税率引き上げを理解していただけるように、できるだけわかりやすく説明をしています。ビジネスをする上で何らかのお役に立てれば幸いです。

消費税の仕組みをご存じで今回の税率引き上げについて知りたい方は、第2章からお読みになると良いでしょう。厳密な法律の規定が必要な方は、巻末に記載してある参考資料を国税庁のホームページなどからダウンロードして、本書と合わせてご覧ください。



（抄録本おことわり）

本書は「簡単解説20ヶ条　消費税率アップ」の抄録本です。

完成本は、簡単解説20ヶ条　消費税率アップ　―その原則・特例と経過措置―（やさしい法律シリーズ） でご覧ください。
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第1章 消費税の課税の仕組み


第1条　消費税は売上げに対する課税である

消費税という名前から、消費税は消費に対する課税という印象を受けますが、その課税の仕組みを見ると、実態はむしろ企業や個人事業者の売上げに対する課税といった方が当たっています。間接税ですから、本来、負担する人と納税する人が違い、企業や個人事業者は納税する人であるというのが建前ですが、それだけにはとどまりません。

商売では、相手に消費税を自動的に転嫁できるという保障はどこにもありませんから、相手との力関係や経済情勢によっては自分の会社が消費税を実質的に負担しなければならないことになります。

価格に消費税を上乗せできているかどうかにかかわらず、また、利益が出ているかどうかにかかわらず、売上げに対して5%の消費税が天引きされます。そういう意味で、消費税の本質は売上税であるといえます。

課税の対象

消費税法では、課税の対象を「事業として対価を得て行う資産の譲渡及び貸付並びに役務の提供である」と定義しています。これを省略して「資産の譲渡等」といっています。資産の譲渡等というのは要するに取引のことです。

事業として対価を得て行う取引ですから、企業や個人事業者の売上げが課税の対象であるということです。課税の対象は消費であるとは定義していません。

事業として行う取引ですから、個人がたまたま自分の持っている資産、例えば車や住宅を売却してもこれは課税の対象にはなりません。

一方、企業が行う取引については、すべての取引は事業として行っているものとみなされますから、不要になった社用車を売却したり、工場で発生したスクラップを売却したりしても、それは課税売上げになります。

個人事業者の場合には、事業として行う取引であるのか、自分の家財道具を処分したのかによって、課税の対象であるかどうかが変わってきます。

無償譲渡

対価を得て行う取引が対象ですから、ただで物をあげたり、寄付をしたりする場合には、一定のケースを除いて課税の対象にはなりません。無償譲渡で課税対象になるのは、会社が役員に商品やサービスをただであげる場合や、個人事業者が商品を自分で消費する場合などです。



国外取引

消費税の課税の対象は資産の譲渡等ですが、これには、「国内で行うもの」という限定がついています。外国で行う取引は消費税の対象外です。日本の企業が米国に持っている在庫を、米国で販売しても消費税の対象にはなりません。これは当然です。



輸出免税

輸出や国際運輸や国際通信など日本と外国をまたぐ取引は、消費税では国内取引とされて課税の対象になっています。しかし、ご存じのように輸出は免税ですから、輸出売上げについては消費税を納める必要がありません。航空会社が受け取る日本発着の国際線航空料金も輸出免税です。

消費税が売上げに対する課税であるという観点から考えると輸出売上げに課税しても問題ないように思えますが、国際競争力、というよりも輸出支援のためにこれを免税にするという選択をしているわけです。

輸出免税と非課税取引の意味は仕入れ税額控除の仕組みを理解するとわかりやすいので、これについてはまた後で取り上げます。





消費税の計算

消費税は、輸入品に対する課税を除くと、申告納税方式をとっています。企業や個人事業者が事業年度（消費税では「課税期間」といいます。）ごとに、売上げに対して預かった消費税を計算して納付するわけですが、この場合に、一つ一つの売上げについて請求書や領収書に記載した消費税額を合計して計算するわけではありません。

その事業年度の売上金額のうち課税の対象になる金額を合計し、その合計額を105で割って5を掛けることによって、納める税額を計算するのです。消費税率が8%になると、8%の対象となる売上金額の合計額を108で割って8を掛けることによって、納める税額を計算することになります。

税率引き上げ

消費税率は平成26年4月1日に8%に引き上げられ、さらに1年半後の平成27年10月1日から10%に引き上げられることになっています。したがって、その施行期日以後の売上額については、実際に何％の消費税を預かったかにかかわらず、新しい税率で納める消費税額が計算されることになります。

したがって、個々の売上げが経理上、平成26年4月1日より前の売上げなのか、それ以後の売上げなのかという判定が重要になってきます。平成26年4月1日以後の売上げになるものについては、8％課税されますから、客先からきっちり8%を預からない限りは、納める消費税を自分で負担することになります。

ただし、消費税の特例や経過措置によって従来の税率が適用されるものがあります。これについて、自分の事業に関係のある事項を理解していないと商売の上で不利になることがあります。






第2条　仕入れや経費で負担した消費税を控除する

仕入れ税額控除

企業や個人事業者は消費税を申告納付するときには、売上げについて預かった消費税から仕入れや経費に含まれている消費税を控除して、その差額を税務署に納めます。控除できる金額の方が大きい場合は差額を還付してもらえます。

仕入れや経費は相手の事業者にとっては売上げですから、それが消費税の課税対象であれば消費税が含まれていることになります。仕入れや経費の支払いを行った事業者が、その消費税額を控除することによって二重課税を防ぐという仕組みになっています。

仕入れや経費で負担した消費税を控除して納付額を計算することを仕入れ税額控除といいます。これが消費税計算の最も重要な仕組みです。



免税事業者の場合

売上げについて消費税を申告納付しなければならない企業や個人事業者を課税事業者といいます。

これに対して、売上げがあっても消費税を申告納付しなくて良い企業や個人事業者を免税事業者といいます。売上高が1000万円以下の企業や個人事業者、開業後2年以内の個人事業者などが免税事業者です。外国人旅行者に免税品を販売している事業者のことではありません。

課税事業者は仕入れ税額控除をすることができますが、免税事業者は仕入れ税額控除ができません。

したがって、免税事業者は、消費税を納める義務がない一方で、自分が負担した消費税を返してもらうすべもありません。免税事業者は自分が負担した消費税を、売上金額に上乗せして回収するか、消費者と同じように最終的に負担するかのどちらかということになります。

免税事業者の手元に残る消費税を「益税」といいますが、仕入れ税額控除ができないことを考えれば、売上げに乗せた消費税がそのまま益税になるわけではなく、仕入れ等で負担した消費税を差し引いた金額が益税になる計算です。

消費者は最終負担者
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いわゆる消費者は免税事業者とはいいませんが、課税事業者でもありません。したがって、消費者には、負担した消費税を差し引く仕組みがありません。

このため、消費者は消費税の最終的な負担者になります。

個人がたまたま自分の車や住宅を売却しても、資産の譲渡等に該当せず、消費税を納める必要がないといいましたが、それでも課税上は問題がないわけです。といいますのは、消費者個人は、通常、受け取る以上に消費税を負担しているからです。

仮に、個人も全部課税事業者にして、預かった消費税から負担した消費税を控除できるようにすると、理屈上、国が徴収できる消費税額がゼロになってしまいます。





非課税と輸出免税の違い

非課税

消費税には非課税取引があります。詳しくは第4条で見ますが、課税事業者であっても、非課税売上げをするために行った仕入れや経費の支出については、その仕入れや経費に含まれている消費税を控除することができません。

多くの会社は、課税売上げと非課税売上げの両方を行っていますが、その場合には、原則的には、課税売上げのための仕入れ等と非課税売上げのための仕入れ等とを区分し、課税売上げのための仕入れ等に含まれている消費税だけを仕入れ税額控除することができます。つまり、非課税売上げに関して仕入れ税額控除ができないという意味では、課税事業者も免税事業者と同じことになります。



輸出免税

輸出免税制度は非課税制度とは全く異なります。輸出売上げのために行った仕入れや経費についてはすべて仕入れ税額控除をすることができます。したがって、輸出事業者は負担した消費税を価格に転嫁するとか、自分で負担するとかいう心配がありません。

消費税は税額控除つきの売上税というべきものですが、輸出免税は税率がゼロでしかも仕入れ税額控除つきの売上税制度ということになります。

事業者にとっては消費税率の引き上げは、売上げについて預ったとみなされる消費税の金額が大きくなるという側面と、仕入れ税額控除できる消費税の金額が大きくなるという側面があります。納める消費税はこの差額です。いつ、どの取引から消費税率が上がるのかを考えるときには、両面を見なければなりません。

本書では、消費税の課税時期の特例や今回の経過措置について、売る側の取り扱いと仕入れや支払いをする側の取り扱いを、できるだけ区別して見ていくことにします。



消費税と付加価値税
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消費税は課税の実態は売上税ですが、これを消費税と言っているのは、個人事業者や企業に仕入れ税額控除が認められている結果、建前としては消費者が最終的に負担する税金とされているからです。

消費税は、欧州では一般的に付加価値税と呼ばれています。

企業の支払いのうち、給与や社会保険料などの人件費は消費税の課税対象ではありません。銀行借入利子や社債の利息は非課税です。また、企業の利益に対する税金や配当も消費税の対象外です。したがって、人件費、利息や利益の額については仕入れ税額控除がありません。

人件費、利息、利益の合計は企業が稼いだ付加価値ですが、消費税の計算では、売上げについて預かった消費税から仕入れと経費に係る消費税を控除して、差額を納付しますので、結果として付加価値の額に対して課税されていることになります。

ここに注目すると、消費税は付加価値税と同じものです。





●あなたの本づくりをお手伝いします。

制作代行：CAS-UBを使って、電子書籍とプリント本の制作を承ります。
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第2章 消費税率の引き上げ


第5条　消費税の税率は引き渡しの日によって決まる

課税時期についての原則

予定通りに消費税法が施行されると、消費税率は現在の5%から、平成26年4月1日に8%となり、さらに1年半後の平成27年10月1日からは10％に引き上げられます。

消費税の計算は、契約書や請求書に書いてある消費税率や消費税額を使うのではなく、取引をした日の税率で、消費税を預かったり支払ったりしたものとして計算します。したがって、消費税を申告納付する企業は、売上げに対する消費税は売上げの日の税率で、仕入れに対する消費税は仕入れの日の税率で計算をすることになります。



引き渡し基準

これをもう少し正確にいいますと、商品の仕入れや販売の場合は、商品を引き渡した日の税率を適用することになっています。

したがって、平成26年3月に仕入れた商品を平成26年4月に販売すると、仕入れに対する消費税は5%で計算し、売上げに対する消費税は8%で計算することになります。これは、申告納付の時にそいう税率で計算するということであって、益税が発生するという意味ではありません。

「引き渡し基準」というのは、企業の会計、ひいては所得税や法人税などの売上げ計算と同じ基準ですが、引き渡しといってもどの時点をもって引き渡したかというと、これにはいくつかの判定方法があり得ます。例えば、出荷した日をもって引き渡しとすることもあり、納品した日とすることもあり、相手方がチェックして検収した日とすることもあり、さらには相手が使える状態になった日ということもあります。その判定方法で良いかどうかは、商品の内容や契約内容などに応じてその判定方法が合理的と言えることと、継続してその判定方法を使っていることが条件になっています。

このように、消費税の計算では引き渡しの日の税率が適用されるというのが大原則です。



サービスの場合

商品ではなく、運送や通信、委託事務、宿泊や飲食といったサービスについても同様に引き渡しの日が基準となり、一般的には、こうしたサービスでは役務提供が完了した日が基準となります。ただし、これらサービスの中には次に述べるような請負契約によるものがありますので、またいくつかの判定方法が出てきます。



消費税と地方消費税
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今の消費税は国税の消費税が4%、地方消費税が1%の合計5%となっていますが、平成26年4月1日からは国税の消費税が6.3%、地方消費税が1.7%の合計8％で、平成27年10月1日からは、国税の消費税が7.8%、地方消費税が2.2%の合計10％になります。

地方消費税も国の出先である税務署にいったん納めますが、これは国の財布に入るのではなく、商業やサービス業の売上額、人口、さらには事業所の従業者数を基準として都道府県と市町村に配分されて地方の税収になります。消費税によって廃止された物品税などが地方税であったことから、消費税導入時に地方消費税がつくられました。

今回の消費税率引き上げ後も、この仕組みは現状と同じですが、地方消費税の比率が少し高まることになっています。

なお、国税である消費税についても、そのうち一定の金額は地方交付税などの形で地方財源になっています。これは、財政の仕組みの話で、税制のことではありません。






第6条　請負契約は完成引き渡しの日で税率が決まる

請負契約とは

請負契約というのは、一般的には業務の完成を約束し、それに対する対価を受ける契約のことをいいます。請負契約は、役務の提供それ自体が目的ではなく、仕事の完成や役務提供の成果が目的であるということです。

なお、労務の提供に対して給与が支払われるのは雇用契約で、これは資産の譲渡等に該当せず、消費税の対象外です。

外見的には雇用契約に近いように見えても、委任契約などに基づいて事業主としての責任と勘定で役務の提供をする場合は、税務上は請負契約と同じ扱いになりますので、注意が必要です。



請負契約の原則

この請負契約に対する消費税率は、原則として、物の引き渡しのある請負契約では目的物の全部を完成して引き渡した日、物の引き渡しのない請負契約では約束した役務の全部を完了した日が基準になります。物の引き渡しについては、商品の販売と同じように作業完了日、搬入日、検収日、使用収益開始の日などの判定方法があります。

したがって、平成26年4月1日以後に目的物の引き渡しや約束した役務の全部の完了が行われる請負契約については消費税率は原則として8%となり、平成27年10月1日以後のものについては消費税率は原則として10%となります。

原則は全部の完了した日ですが、部分完成基準というのもあります。同じ物をたくさん作って引き渡す契約で、引き渡した量に応じて支払を受ける契約や慣習がある場合や、工事の契約で工事をいくつかの部分に分けて、完成した部分から引き渡し、その都度代金を受け取る場合などですが、これらの場合にはそれぞれの引き渡しの日に「資産の譲渡等」があったことになります。ですから、部分完成基準による場合には、全体の完成が平成26年4月1日以後であっても、平成26年3月31日にまでに完成して引き渡した部分については、消費税は5%です。



仲介あっせん

不動産の仲介あっせんも請負契約の範囲に入っていますが、これについては、仲介あっせんの対象になる売買契約が成立した日に、その仲介あっせんというサービスの引き渡しが行われて、消費税が課税されることになっています。



技術に関する請負

設計、作業の指揮監督、技術指導などの技術に関する請負の場合でも、原則として約束した役務の全部の提供が完了した日が消費税の資産の譲渡等の日ですが、報酬の額が技術者等の日数などに応じて計算されて一定の期間ごとに支払われる場合や、契約が段階ごとに区分されて報酬の額が計算され、支払われる場合には、その支払われる金額が確定した日を基準として消費税率を適用できます。したがって、その場合も平成26年3月末までに金額が確定される部分は5%の消費税となります。



●電子書籍編集・制作Webサービス「CAS-UB」で、伝えたいことを形にしてみませんか？

EPUB作成：Kindle入稿用EPUBをはじめ、どんなデバイスでもOKなリフロー型EPUBを作ります。
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第3章 平成25年9月までに契約すると5%で済む

前章では、消費税の対象となる取引について、どの日付で消費税率が適用されるのか、消費税の原則と特例をみてきましたが、今回消費税の引き上げに関して、これとは異なる経過措置が設けられています。この経過措置は改正消費税法の附則と、同じく改正消費税法施行令という政令の附則に規定されています。

すでに第2章において、工事進行基準に関する経過措置、長期割賦販売等に関する経過措置および現金主義に関する経過措置を説明しました。

そのほかの経過措置のうち、本章では①平成25年9月30日までに締結等すると5%税率が適用されるものについて、第4章では②平成26年3月31日までに販売すると5%税率が適用されるものについて、また第5章では③平成26年4月あるいはそれ以後においても5%で計算するものについて、それぞれ説明します。

今回は、平成26年4月と平成27年10月の2段階で消費税率が引き上げられますので、第2段階の引き上げに関しても同様の経過措置があります。

経過措置は法令で決まっていますので、有利な方を選択するということではなく、消費税を預かる側と負担した消費税を控除する側の両方に同時に適用されます。


第12条　請負に関する契約

今回の消費税率引き上げに関する経過措置のひとつのグループとして、平成25年9月30日までに契約をすると、平成26年4月1日の税率引き上げ後に「資産の譲渡等」が行われても5%の税率が適用されるものがあります。

第2段階の税率引き上げに関しても、同様の経過措置があり、平成25年10月1日から平成27年3月31日までに契約をすると、平成27年10月1日の税率引き上げ後に「資産の譲渡等」が行われても8%の税率が適用されるものがあります。

施行日と指定日

[image: 画像3]



税率が8%に上がる平成26年4月1日を、法律では「施行日」といいます。これに対して、その6ヶ月前の平成25年10月1日を「指定日」といって、指定日前日つまり9月30日までの契約を経過措置の対象としています。請負契約等の経過措置は、施行日前日までではなく、6ヶ月前である指定日の前日までです。

また、平成27年10月1日（「一部施行日」といいます。）に行われる次の税率引き上げに対しては、一部施行日の6ヶ月前である平成27年4月1日を「平成27年指定日」といっています。平成25年10月1日から平成27年指定日の前日である平成27年3月31日までの間に締結された契約が経過措置の対象になります。



請負契約に関する経過措置

工事の請負契約や製造の請負契約、これに類する一定の契約について、平成25年9月30日までに契約をした場合には、契約による目的物の引き渡しが平成26年4月1日の税率引き上げ後に行われるものであっても、5%の税率が適用されます。

第2段階の税率引き上げに関しては、平成25年10月1日から平成27年3月31日までに契約をした場合には、契約による目的物の引き渡しが平成27年10月1日の税率引き上げ後に行われるものであっても、8%の税率が適用されることになっています。

対象になる契約の範囲

対象になる契約は、工事の請負、製造の請負、およびこれに類する契約です。「これに類する契約」は消費税法施行令に定められており、測量、地質調査、工事の施工に関する調査、企画、立案及び監理並びに設計、映画の制作、ソフトウェアの開発その他の請負に関する契約（委任その他の請負に類する契約を含む。）で仕事の完成に長期間を要し、かつ当該仕事の目的物の引渡が一括して行われることとされているもののうち当該契約にかかる仕事の内容につき相手方の注文が付されているものとされています。

このうち、「その他の請負に関する契約」としては、修繕、運送、保管、印刷、広告、仲介、技術援助、情報提供が例示されています。また、「委任その他の請負に類する契約」としては、検査、検定等の事務処理委託、市場調査その他の調査が例示されています。

この経過措置としては、目的物の引渡しが一括して行われることが要件となっていますので、運送、設計、測量など役務の完了が一括して行われるものは対象になりますが、月極め警備保障やメンテナンスのように期間極め契約は経過措置の対象外とされています。対象外のものは、原則通り役務提供完了日における消費税率が適用されます。

また、前章の請負契約に関する原則で説明した部分完成基準は経過措置の対象とされていますので、完成して引き渡した都度、金額を確定させて売上げに計上していく契約も対象です。

ただし、対象となった契約の請負金額が平成25年10月1日以降に増額された場合には、その増額された金額については対象外となり、その部分については平成26年4月1日以降、引き上げ後の消費税率が適用されます。



着工や支払の要件はない

着工や支払に関する要件はありませんので、平成26年3月までに着工している必要はありません。また、上記の規定では「仕事の完成に長期間を要するもの」となっていますが、これについての基準はなく、完成までの期間の長短は問われないこととなっています。

第2段階の税率引き上げ時も同様です。



下請契約は別個に判定

経過措置の適用を受ける請負契約を下請けに出したとしても、その下請契約は別のものですから、下請工事は契約ごとに判断することになります。また、工事のための課税仕入れは、他の経過措置などがない限り原則通りの取り扱いですから、請負契約の税率が5%であるからといって、その工事等に関する仕入れ税額控除も5%になるということはありません。



通知

この請負契約に関する経過措置の適用を受けて請負をした事業者は、相手方に対して、引き渡しをするときに、経過措置の適用を受けたものである旨を書面で通知することになっています。これは請求書などに記載することで良いでしょう。そして、請負契約の相手方である発注者は経過措置の適用を受けた消費税率によって仕入れ税額控除をすることが求められています。

仕様指定や注文部分がある分譲マンション

建物の譲渡契約で、その建物の内装や外装、設備の設置や構造について、その建物の譲渡を受ける者の注文に応じて建築される建物に係る契約は経過措置の対象になるとされています。

その注文に応じて建築される部分の規模や金額の多寡を問わず、また、壁の色やドアの形状など、建物の構造に直接影響を与えない部分であっても良いということになっています。

ですから、分譲マンションでも、譲渡の契約で内装、外装、設備について購入者が何らかの仕様を指定したり、注文をしたりするものであれば、この経過措置の対象になります。一戸建ての住宅についても同じ事がいえます。

ただし、消費税率引き上げと所得税の住宅ローン控除制度が連動していますので注意が必要です。この経過措置の適用を受けた住宅の購入者が所得税の住宅ローン控除を受けようとすると、消費税率引き上げ前の控除限度額が適用され、控除額が少なくなることがあります。

なお、注文部分がまったくない分譲マンションや建売住宅の売買契約は、請負契約ではありませんので、経過措置はなく、引き渡しの日の消費税率が適用されます。



公共工事の仮契約

[image: 画像4]



公共工事において、入札等で請負業者が決まると仮発注がなされ、議会の承認などの手続を経てから本契約になる場合があります。この場合の仮契約は、一定の手続を経た場合には本契約を締結し、工事を実施するという内容ですから、停止条件付請負契約であると考えられます。したがって、工事に関する請負契約の経過措置が適用されます。





●プリントオンデマンド用高品質PDF作成

CAS-UBでは、印刷出版可能な高品質なPDFを同時に作ることができます。

 [image: images/casLogo.jpg] 






第4章 平成26年3月までに販売すると5%で済む


第16条　乗車券や入場券など

平成26年4月1日以後に利用されるサービスの料金でも、平成26年3月までに販売して代金を領収した場合に、5%の消費税率が適用されるものがあります。

前売指定席券、前売入場券、回数券、定期券

運賃や入場料などで、不特定多数に販売されるものであって政令に定めるものとなっています。政令に定められているのは以下の4種類で、このほかの、例えば食事券などは対象外です。

	汽車、電車、乗合自動車、船舶又は航空機の旅客運賃、料金

	映画、演劇、演芸、音楽、スポーツ又は見せ物を不特定多数の者に見せ、または聴かせる場所の入場料金

	競馬場、競輪場、小型自動車競走場又はモーターボート競走場への入場料金

	美術館、遊園地、動物園、博覧会の会場等不特定多数の者が入場する場所の入場料金



前売指定席券、前売入場券など、乗車や入場の日が決まっているもの、回数券のように有効期間が決まっているもの、定期券のように一定の期間継続して乗車できるもの、年間予約席のように一定期間継続して使用できる入場料金を一括して領収するものが、これに該当します。

チケットレスサービスでチケットが発行されないものでも該当しますが、ＳｕｉｃａなどのＩＣカードにチャージしただけでは、まだ乗車券が販売されていませんので、対象にはなりません。

ディナーショーは上記②に該当しますが、ディナークルーズは飲食の提供が主な目的なので、対象になりません。

この経過措置は、サービスを提供する事業者の消費税計算に適用されるもので、有利な方を選択できるという措置ではなく、適用しなければならないというものです。一方、サービスを利用するのは個人だけでなく、事業者もありますが、事業者が経費として仕入れ税額控除する場合は、その適用された税率によることになります。

平成27年10月1日に消費税率が10%に引き上げられる際にも、この経過措置があります。




第5章 平成26年4月でも5%で計算する


第18条　電気料金等

電気、ガス、水道水及び電気通信の提供で、事業者が継続的に供給し、又は提供することを約する契約に基づき行う役務の場合には、平成26年4月30日までに料金が確定するものは、5%の消費税率が適用されます。具体的には、以下の供給が対象です。

	電気

	ガス

	水道水、工業用水、下水道

	電気通信役務

	熱供給、温泉の供給



料金が確定するというのは、正確には「支払を受ける権利が確定する」と規定されていますが、電力計などのメーターを定期的に検針その他の方法により、一定期間の使用量を把握し、これに基づいて料金が確定することをいいます。

携帯電話の基本料（定額）、付加機能使用料及び通話料（通話量に応じたもの）を毎月計算して請求するものは適用対象です。

一方、定額のインターネット通信料金は、検針等により料金の支払いを受ける権利が確定するものではないので、適用対象外です。多段階定額制など、使用量に応じて料金が決まるものは対象とされています。

消費税が上がる平成26年4月1日前から「継続して」供給または提供されていることが条件です。

この経過措置も、サービスを提供する電力会社、水道会社や電話会社の売上に対する消費税の計算に適用されますが、サービスを利用した事業主が仕入れ税額控除をする場合にも同じ消費税率を使うことになります。

平成27年10月1日に税率引き上げの際にも、同様の経過措置があります。


第6章 平成26年度からの制度変更



●書籍制作サービスCAS-UB のご案内

コストをかけず、自分で本を作りたい、出版物制作を内製化したいお客様へ。

アンテナハウスの「CAS-UB」は、こうしたお客様のための、出版物編集制作Webサービスです。
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